
市民の生活手段として、公共交通の確保及び利便性の向上。

公共交通空白・不便地域の解消をめざすとともに、生活利便性の向上を図るため、地域の特性にあわせ、市
民・交通事業者・行政などとの協働による地域主体の交通の確保を行うなど、交通ネットワークの充実を促進す
る。今後の

方向性

公共交通ネットワークを充実する交通体系
安全安心都市

施
策
の
大
綱

都市づくり部都市創生課

事業： 交通対策事業 0295

08

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

01第4章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

公共交通の確保及び利便性の向上を図る事業であるため。

A

公共交通は非常に重要な施策の一つであることから、限られた予算の中
でどのような施策を展開することが最善なのかを検討する必要がある。

A
B

B

目

標

平成26年度のバス利用者数以上を確保。
公共交通空白・不便地域の解消。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

71,001

60,535

1.35

0.00

60,535

0

0

0

一人あたり

世帯あたり 1,502

651

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

72,562

72,562

0

0

0

93,150

2.68

0.00

1,969

843

-12,027

-12,027

0

0

0

-22,149

-1.33

0.00

-467

-192

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

A

A
B

B

人件費

公債費

内
訳

10,466

0

事業費（決算額） 60,535

20,588

0

72,562

-10,122

0

-12,027 (千円)

 (千円)

 (千円)
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